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四半期情報の開示について

  当行の平成15年３月期 第3四半期（平成14年10月１日から平成14年12月31日）における四半期情報について、お知ら

せします。

  以下に掲げる四半期情報は、経済対策閣僚会議「改革先行プログラム」および金融庁「証券市場の構造改革プログラ

ム」の趣旨等を踏まえ、今第１四半期から任意の会社情報として開示しているものです。

  なお、以下に記載する各四半期の数値は、会計監査人の監査を受けておりません。

１．金融再生法ベースのカテゴリーによる開示（単体）

                                                               （単位：百万円）   （参考） （単位：百万円）

平成14年12月末 平成14年6月末 平成14年9月末（実績）

破 産 更 生 債 権 及 び

こ れ ら に 準 ず る 債 権
22,996 26,923 21,861

危 険 債 権 47,132 52,184 52,285

要 管 理 債 権 52,643 45,770 46,888

 （注）上記の四半期末計数は、「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律施行規則」第４条に規定する各債権のカ

テゴリーにより分類しておりますが、集計方法については以下の点につき年度末又は中間期末に開示する計数と

は異なるため、計数は連続しておりません。

       1.  各四半期末の「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」および「危険債権」の金額は、年度末又は中間期末

時点における金額（債務者区分（※）残高）をベースとし、四半期中に倒産、不渡り、民事再生法申請等の客

観的な事実ならびに行内格付の引下げ等があった債務者について、当行の定める自己査定基準に基づき債務者

区分の見直しを行ない、債務者区分が下方に変更になったと認められる債務者に対する債権額を新たに加算、

または「危険債権」を減額し「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」を加算しております。

           また、各四半期末については、償却・引当見込額、回収額、および担保処分見込額等の四半期中の変動は勘

案しておりませんが、年度末又は中間期末時点の自己査定金額のうち、大口先（上位30先）に対する債権につ

いては、四半期中の増減額を勘案しております。

           なお、新たに「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」と認められる金額のうち、無価値と認められる部分

については直接償却相当額として当該金額を減額しております。

 ※債務者区分との関係 ： 破産更生債権及びこれらに準ずる債権（実質破綻先、破綻先の債権）

                         危険債権（破綻懸念先の債権）

   要管理債権（要注意先のうち、利払いが３ヵ月以上延滞しているか、又は貸出条件

               を緩和している債権）

       2.  各四半期末の「要管理債権」の金額は、同様に、年度末又は中間期末時点における金額をベースとし、四半

期中に正常先、要注意先の債務者に対する債権のうち①新たに３ヵ月以上延滞となった債権、②新たに貸出条

件を緩和したことを確認している債権を加算し、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」および「危険債

権」に変更になった金額を減算しております。

           また、年度末又は中間期末時点の自己査定金額のうち、大口先（上位30先）に対する債権については、四半

期中の増減額を勘案しております。



２．連結自己資本比率（国際統一基準）

      （参考）

平成15年3月末（予想値） 平成14年9月末（実績）

連結自己資本比率 10.0％程度 10.34％

連結ＴｉｅｒⅠ比率 6.8％程度 6.85％

（注）上記予想値は、経営環境に関する前提条件の変化等に伴い変動することがあります。

３．時価のある有価証券の評価差額（単体）

○ 評価差額

                                                                                   （単位：百万円）  （参考）               （単位：百万円）

平成14年12月末 平成14年6月末 平成14年9月末

時価 評価差額 時価 評価差額 時価 評価差額

うち益 うち損 うち益 うち損 うち益 うち損

その他有価証券 1,160,087 11,222 38,095 26,872 1,186,515 39,876 52,619 12,742 1,145,449 22,381 39,985 17,604

株 式 125,508 △ 4,333 17,073 21,406 162,739 24,960 33,991 9,030 142,074 5,619 18,884 13,264

債 券 789,780 16,732 17,400 667 783,454 15,934 16,255 320 769,891 17,553 17,632 78

そ の 他 244,798 △ 1,176 3,621 4,797 240,321 △ 1,018 2,371 3,390 233,484 △ 791 3,468 4,260

 （注）1.  各四半期末の「評価差額」および「含み損益」は、各四半期末の帳簿価額（償却原価法適用後、ただし減損

処理後。）と時価との差額を計上しております。

           なお、第3四半期中（自平成14年４月１日  至平成14年12月31日）の減損額は6,825百万円であります。

       2.  有価証券のほか、投資事業組合出資金等も含めております。

       3.  なお、満期保有目的の債券、子会社・関連会社株式は、該当ありません。

４．デリバティブ取引（単体）

(1) 金利関連取引

                                                                        （単位：百万円）  （参考）        （単位：百万円）

平成14年12月末 平成14年6月末 平成14年9月末区
分
種    類

契約額等 時    価 評価損益 契約額等 時    価 評価損益 契約額等 時    価 評価損益

金 利 先 物 ― ― ― ― ― ― ― ― ―取
引
所 金利オプション ― ― ― ― ― ― ― ― ―

金利先渡契約 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

金利スワップ 771 △ 5 △ 5 834 △ 4 △ 4 835 △ 5 △ 5

金利オプション ― ― ― ― ― ― ― ― ―

店

頭

そ の 他 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

合        計 △ 5 △ 5 △ 4 △ 4 △ 5 △ 5

 （注） ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。



(2) 通貨関連取引

                                                                        （単位：百万円）  （参考）        （単位：百万円）

平成14年12月末 平成14年6月末 平成14年9月末区
分
種    類

契約額等 時    価 評価損益 契約額等 時    価 評価損益 契約額等 時    価 評価損益

店
頭
通貨スワップ ― ― ― ― ― ― ― ― ―

 （注） 「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別

監査委員会報告第25号）に規定する経過措置に基づき、期間損益計算を行っている通貨スワップ取引については、

上記記載から除いております。

        期間損益計算を行っている通貨スワップ取引の契約額等は、下記のとおりであります。

                                                                        （単位：百万円）  （参考）        （単位：百万円）

平成14年12月末 平成14年6月末 平成14年9月末
種    類

契約額等 時    価 評価損益 契約額等 時    価 評価損益 契約額等 時    価 評価損益

通貨スワップ 38,497 611 611 29,664 333 333 37,068 206 206

        また、先物為替予約、通貨オプション等のうち、引き直しを行っている通貨関連のデリバティブ取引の契約額

等は、下記のとおりであります。

                                                                               （単位：百万円） （参考）  （単位：百万円）

平成14年12月末 平成14年6月末 平成14年9月末
区  分 種           類

契約額等 契約額等 契約額等

取引所 通 貨 先 物 ― ― ―

為 替 予 約 7,055 8,686 4,609
店  頭

通 貨 オ プ シ ョ ン ― ― ―

(3) 株式関連取引

該当ありません。

  (4) 債券関連取引

該当ありません。

  (5) 商品関連取引

該当ありません。

(6) クレジットデリバティブ取引

該当ありません。

５．預金、貸出金の残高（単体）

                                                                       （単位：百万円）     （参考）      （単位：百万円）

平成14年12月 平成14年6月 平成14年9月

（ 期 末 残 高 ） 3,386,313 3,485,060 3,329,197
預 金

（期中平均残高） 3,388,499 3,435,668 3,419,564

（ 期 末 残 高 ） 104,591 43,464 91,905
譲渡性預金

（期中平均残高） 58,552 30,692 41,067

（ 期 末 残 高 ） 2,303,094 2,307,457 2,193,207
貸 出 金

（期中平均残高） 2,273,706 2,293,747 2,285,487



６．消費者ローン残高、中小企業等貸出比率（単体）

                                                                       （単位：百万円）     （参考）      （単位：百万円）

平成14年12月 平成14年6月 平成14年9月

消費者ローン残高 504,964 493,458 501,071

うち 住宅ローン残高 412,020 395,435 403,196

うち その他ローン残高  92,944  98,022  97,874

                                                                      （単位：％）          （参考）      （単位：％）

平成14年12月 平成14年6月 平成14年9月

中小企業等貸出比率 78.37            77.84      79.83


